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はじめに
2006年の安倍晋三首相（当時）の所信表明演説以
来、日本政府は、総務省や経済産業省、国土交通
省、厚生労働省などを中心として、テレワークの
普及を目指してきた。その後、継続的に発表され
たアクションプランや様々な計画に加えて、各省
庁の地道な努力の結果、2006年末に7.6％であっ
たテレワーク導入済みの企業は、2009年末には
19.0％に増加した。その後2011年1月には、12％
に減少しているが、長期的には増加傾向にあると
考えられる1。またこの傾向は、企業規模が大き
くなるほど顕著である2。
このような傾向がある一方で、テレワーク制
度を導入していても、実際にテレワークを利用し
て業務を行なっている従業員はあまり多くない。
2009年末の調査では、導入企業の約65％におい
て、従業員の10％未満程度の利用しかなかった。
つまり、テレワークという業務形態を正式な制度
として導入する企業が増加しているにもかかわら
ず、何らかの理由のためにそれを利用している従
業員数は少数に留まっているのである。
実際の利用者数の増加を抑制する理由として
は、様々なものが考えられる。次節で詳しく述べ
ていくが、テレワークという従来とは異なる業務
形態を採ることに対し、ハード面・ソフト面それ
ぞれにおいて、懸念やデメリット、課題などが存
在している。それらを解消していくことができな
ければ、テレワークという制度があっても、より
実践的な利用はなかなか進まないだろう。本論文
では、まずテレワーク導入に際して、どのような
課題があるかを提示し、その実態について明らか
にしていきたい。
また、ICT投資とその効果の関係に関する議論
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の場合と同様に、テレワークの場合もその費用対
効果を測ったり、分析することは非常に難しいと
いわれている。2006年当時のテレワークの主要な
推進目的は、情報通信インフラを活用した生産性
向上であったわけであるが、実際にこの関係を測
定しようとした試みはほとんどない。その理由と
して考えられるのは、テレワークを行なう人々が
主としてホワイトカラーであり、彼らの生産性を
測定することがまずもって難しいためであろう。
そこで筆者は、自ら議論を展開している有効性に
焦点を当てたホワイトカラーの生産性指標である
彼らの創造性、情報交換度、従業員モラールを用
いて3、これらの指標に影響を及ぼすと考えられ
ている諸要因がテレワークを行なっている人々
（以下、テレワーカー）に対しても同様の影響を及
ぼすかどうかをアンケートを用いて調査・考察
したい。また、テレワーク導入に際しての課題を
解決できるであろう諸施策が生産性指標に影響を
及ぼすかどうかを同様に調査・考察したい。加え
て、テレワークを導入する場合に様々な「ねらい」
があるのだが、それらが生産性の向上に結びつく
のかも検討したい。
このように、テレワークの導入・実施と生産性
の関係を少しでも明らかにすることによって、今
後のテレワーク推進策を提示していきたい。
1．テレワーク導入に際しての課題とその実態
テレワークは「情報通信技術を活用した時間と
場所にとらわれない働き方」4と定義されているこ
とからわかるように、情報通信ネットワークの利
用を大前提としている。日本における情報通信資
本は、1995年から2005年にかけて約2.3倍ほど成
長しているのであるが、イギリスやアメリカと比
べてその成長率は半分程度に留まっている5。ま
た、全産業における情報通信資本のシェアも他
の先進国プラス韓国と比べて最低ランクにある6。
このような状況を反映して、日本におけるICTの
利活用も低い水準にある。この理由として考え
られるのが、ICT利用に際してのセキュリティ関
連の課題や運用・管理上発生するコスト関連の
課題、適正な運用・管理を行なう上での人材不足
に関する課題である7。これらの諸課題は、テレ
ワークよりもマクロなレベルのものであるが、も
ちろんこれらがテレワークの導入・実施にマイナ
スの影響を及ぼしていることは否めない。
では、具体的にテレワークの導入・実施に当
たって生じる課題について考えてみることにす
る。まず最初に考えられるのは、労務管理上の問
題であろう。例えば下 8は、対面的な人間関係を
重視してきた終身雇用や年功序列に基づく日本型
人事システムは、テレワークのようなフェース・
トゥ・フェースの管理を必ずしも伴わない雇用形
態にそぐわないため、テレワークの導入にマイナ
スの影響を及ぼしていると述べている。同様に、
Verbeke, et al. 9もテレワーカーの昇進機会の減少
やインフォーマルトレーニングの機会の減少、ス
ケジュール調整の難しさなどをテレワーク実施上
の問題点として挙げている。また佐藤10は、「職務
範囲の不明確さ」と「情意考課による人材評価」を
11 Powell & Dent-Michallef ［1997］ p.396.
12 古川靖洋 ［2010］ p.10. 
13 Harrison, et al. ［2002］ p.52.
14 Offstein & Morwick ［2009］ p.119.
15 古川靖洋 ［2010］ p.6. 
16 2010年1月～2月に実施された（社）日本テレワーク協会による「働き方の柔軟度についてのアンケート調査」筆者も調査委員会の一員として
本調査に参画した。
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テレワーク導入を阻む要因として挙げている。こ
のように、テレワークによって業務に従事する
人々の労務管理上の難しさを、テレワーク導入に
際しての課題と考える人々は多いのである。
この労務管理に関する課題は、経営者や中間
管理職のテレワークに対する理解不足や関心のな
さと大いに関係している。テレワークのような情
報通信分野への投資はその成果がわかりにくいた
め、当面のところ二の足を踏んでしまうのであろ
う。しかし、Powell & Dent-Michallef11が述べて
いるように、ICTへの投資を財務業績に結びつけ
るためには、経営者のコミットメントやコミュニ
ケーションの活性化、企業目標に対するコンセン
サスの形式など人間がかかわる補完資源が必要で
ある。そして、それを先頭に立って進めていくの
は、経営者や中間管理職なのである。彼らの理解
不足を解消することは、テレワーク実施上の課題
と考えられる。
さらにコミュニケーション不足を心配する声も
大きい。通常、従業員は、営業職などを除き、基
本的に職場におけるフェース・トゥ・フェースの
コミュニケーションを介して業務を行なっている
わけであるが、テレワークによって程度の差こそ
あれ、この基本パターンがなくなることになる。
コミュニケーションが沈滞化すれば、従業員モ
ラールの低下をまねき、最終的に企業業績の低下
につながることになろう12。特に、高コンテクス
トな文化を持つ日本では、この傾向が強いと考え
られる。それ故、現行のコミュニケーション状況
をいかに維持し、さらにより活発なものにするか
が、テレワークの導入・実施上の課題となるわけ
である。
また、Harrison et al.13が述べているように、セ
キュリティに関する問題も分散型労働の一例であ
るテレワーク実施上の課題と考えられる。情報
や機密の漏えい、サーバーへの不正アクセス、コ
ンピュータウイルスへの感染など、ネット上の
セキュリティに関する問題は、日々マスコミな
どで報じられている。そのため、ネットを介し
て業務を行なうテレワークは危険ではないかと
危惧する人々も少なくない。例えば、Offstein & 
Morwick14は、セキュリティ上の侵害は、組織に
対するテレワークの便益にもかかわらず、テレ
ワークを終了させると述べている。しかし古川15
が述べているように、日本におけるネットセキュ
リティシステムは世界的に見ても非常に優れて
おり、問題が起こる可能性ははそれほど高くは
ない。安全であるが人々が安心していないのであ
る。それ故、セキュリティ対策に万全を期し、セ
キュリティに関する安心感をより高めていくこと
がテレワーク実施上の課題といえるだろう。
以上、テレワークを導入・実施する上で考え
られる懸念や課題を挙げてきたわけであるが、ま
だテレワークを導入していない企業が仮にテレ
ワークを導入する場合、何を重要な課題と考え
ているのであろうか。日本テレワーク協会の行
なったアンケート調査16によると、結果は次のよ
うなものとなっている（図1）。「非常に重要な課題
である」と「重要な課題である」の2つの回答を合わ
せた割合が多い順に見ていくと、「労務管理（労
働時間管理など）が難しい」が77.4％と最も高い数
値を示した。次いで、「情報セキュリティの確保
に不安がある」が73.8％、「社員の人事評価が難し
い」が71.1％、「社内の情報インフラが整備されて
17 古川靖洋［2006b］ pp.10-11. 
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いない」が62.7％であった。前述した通り、労務
管理上の課題とインフラやセキュリティ上の課
題を重要なものと考える企業が多かった。また、
「テレワーク導入の費用対効果が明確でない」と
いうコスト上の課題を重要であると考える企業
は65.7％、「コミュニケーションがうまくできな
くなる」という課題を重要であると考える企業は
67.5％存在していた。さらに、「経営者のテレワー
クに関する理解がない」と「中間管理職のテレワー
クに関する理解がない」、「テレワークに関する情
報が少ない」を重要な課題と考える企業は、それ
ぞれ44.0％、41.3％、43.6％であり、他の項目と比
べて低い値を示していた。政府によってテレワー
クの導入が推進されているためか、経営者や中間
管理職レベルでのテレワークの理解は想像以上に
進んでいるようである。それに対して、「テレワー
クに適した職種がない」を重要な課題として挙げ
た企業が66.1％存在していた。テレワークに関す
る情報は様々なところで提供されているようであ
るが、実際どのような職種に対してテレワークを
提供すればよいのか、そしてどのようにしてそれ
を管理すればよいのかについて具体的な施策を提
示することができず、結果的にテレワークを導入
するに至っていない企業が多数存在していると思
われる。
2．テレワークの導入とホワイトカラーの生産性
2.1 テレワーク導入企業における生産性向上
要因
従来よりテレワークの導入が議論される場合、
ICTの整備が進めばテレワークの導入・実施は自
然と増加するだろうと予想されてきた。しかし、
テレワークの導入が必ずしもホワイトカラーの
生産性向上に結びつくわけでもなく、その導入
は期待するほどには伸びていない。ハード的な整
備は、生産性向上のためのあくまで必要条件なの
で17、十分条件となる部分を別途考える必要があ
る。本節ではまずホワイトカラーの生産性向上に
貢献する要因に注目してみたい。
前節で述べたように、テレワークの導入に当
たっては様々な課題があるわけであるが、これら
の課題を解決することができれば、それ相当の成
図1 テレワーク未導入企業における実施上の課題
18 古川靖洋［2006a］ pp.61-84. 
19 古川靖洋［2010］ pp.3-7. 
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果を得ることができると考えられる。前述の調査
において、テレワークを仮に導入した場合、「ホ
ワイトカラーの効率性（生産性）の向上」が期待で
きると考えている企業は48.9％（カテゴリー 1～
3を合計した値）で、「オフィスコストの削減」と考
えている企業は46.9％存在していた。テレワーク
を導入した場合、それが通勤時間や移動時間の
短縮という直接的な効果をもたらすことは直感的
に予想できる。そして、それに派生して各企業は
ホワイトカラーの生産性向上を期待するわけであ
る。
ホワイトカラーの生産性といった場合、彼ら
のアウトプットを何をもってして測るかなどは
ほとんど明確になっていない。それ故、ホワイ
トカラーの生産性向上が長年叫ばれていても、
具体的にその生産性指標を示し、それを測定し
た例はほとんど見られない。古川18は、ホワイト
カラーのアウトプット自体を特定することは難
しいと考え、そのアウトプットに影響を及ぼす
と考えられる要因を「有効性に焦点を当てた生産
性」とし、その指標としてホワイトカラーの「創
造性」、「情報交換度」、「モラール」の3つを挙げた。
そして、表1に示すように、これら3つの指標に
影響を及ぼす要因をそれぞれ挙げている。テレ
ワーカーは、主としてホワイトカラーであるの
で、表1で示したような諸要因は彼らの生産性向
上に貢献すると考えられる。テレワークという
従来とは異なった形態によって業務を行なうと
しても、彼らがこなさなければならない業務内
容は変わらないためである。それ故、以下のよ
うな仮説を設定できる。
仮説1：ホワイトカラーの生産性に影響を及ぼ
す諸要因は、テレワーカーにも有効である。
この仮説1に対して、テレワーク導入企業で
は、テレワーク未導入企業よりも、テレワーク
関連の諸課題を解決するための施策がよりテレ
ワーカーの生産性向上に有効であるという考え
方もある。例えば古川19は、テレワーク実施上の
懸念として、「経営者や管理職の理解不足」、「組
織メンバー間のコミュニケーション不足」、「テ
レワーク実施に際して生じるセキュリティ上の
表1　有効性指標に影響を及ぼす諸要因
創造性 情報交換度 モラール
個人的要因 ・専門知識
・創造的思考スキル
・コミットメント
・挑戦意欲
・権限委譲
・積極性
・権限委譲
・挑戦意欲
・自らの能力の自覚
・権限委譲
・自律性
組織的要因 ・学習の機会
・能力開発制度の充実
・活発なコミュニケーション
・活発なコミュニケーション
・組織間の信頼性
・共感できる経営理念
・参画型マネジメント
・業務内容の明示
・仕事そのものの面白さ
・加点主義
・成果主義
・活発なコミュニケーション
・組織間の信頼性
・学習の機会
・能力開発制度の充実
・共感できる経営理念
出所：古川靖洋［2006a］ p.79.
20 太田 肇［2010］ p.44. 
21 Hill et al. ［2003］ p.234.
22 Shockley-Zalabak et al. ［2010］ p.59.
23 Shockley-Zalabak et al. ［2010］ p.114.
24 大藪 毅［2010］ pp.56-57. 
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問題」を挙げている。アンケート調査の結果よ
り、経営者や管理職のテレワークに対する理解
不足が高いほど、テレワーク実施上の他の諸課
題が大きく取り上げられる傾向にあることと、
テレワーク実施企業においてコミュニケーショ
ンをより活性化できれば、期待されている効果
の達成に結びつき、さらにセキュリティルール
の適切な運用がコミュニケーションの活性化を
もたらすことを見出している。
それでは、それぞれの課題についてそれを解
決するであろう施策を少し詳しく見ていくこ
とにする。まず労務管理や人事評価に関する課
題について考えてみよう。テレワークを導入し
た場合、常に部下をフェース・トゥ・フェース
で管理することができなくなるため、従来の管
理手法を用いることができなくなったり、成果
を十分に測れないということが起こると考えら
れている。しかし現在のような脱工業化社会で
は、会社にいる時間と生産性はほとんど関係が
ない。組織に対する過度の忠誠心や周りに合わ
せるだけの忠誠心はマイナス要因とも考えられ
る20。それ故、従業員それぞれの業務内容をよ
り明確にし、それに対して権限委譲を進めてい
く目標管理制度は、テレワーカーの生産性向上
にはプラスに貢献すると考えられる。また、従
来の評価方法のように業務を行なっている時間
や過程を評価の中心とするのではなく、成果を
中心とする評価方法の方が、テレワークのよう
に必ずしもフェース・トゥ・フェースの管理が
できない場合でもより公平な評価をすることが
でき、生産性向上にプラスに作用すると考えら
れる。Hill et al.21は、仕事に対する労働する場所
の影響を実証的に測定した結果から、バーチャ
ルオフィスやホームオフィスへ乗り出す企業は、
結果志向で評価する文化へ移行する必要があり、
業績評価システムはより特定的に測定されてる
ものを対象としなければならないと述べている。
Shockley-Zalabak et al.22も述べているように、現
在の従業員は彼らのアイデアがより公平で十分
な評価に合致すると信じている時、より革新的
に行動する。そして、公平な取り扱いは、組織
内の関連性における信頼をサポートすることに
なる23。ただし大藪24が指摘するように、評価や
報酬などが成果主義のような公式承認マネジメ
ントをとったとしても、職場で個人が日本的な
柔軟貸借的働き方を求められるならば、人材マ
ネジメントがシステム的に機能しないので、そ
の点を十分に配慮した施策が必要になる。以上
のことから次のような仮説を設定することがで
きる。
　
仮説2：目標管理制度の適正な運用がホワイト
カラーの生産性に貢献する度合は、テレワーク
未導入企業よりもテレワーク導入企業でより高
い。
仮説3：成果主義による人事評価の適正な運用
がホワイトカラーの生産性に貢献する度合は、
テレワーク未導入企業よりもテレワーク導入企
業でより高い。
また、テレワークを導入するとメンバー間の
コミュニケーションが沈滞化してしまうので
はないかという懸念がある。それ故、テレワー
クを導入してもいかに従来通りのコミュニケー
ションを維持し、さらに活性化するのかが課題
となる。なにも工夫がなければ、懸念されてい
25 Offstein & Morwick ［2009］ p.76.
26 野村総合研究所ノンペーパー推進委員会［2010］ p.182. 
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る通り、コミュニケーションの沈滞化を招く可
能性がある。Offstein & Morwick25も述べている
ように、テレワークを機能的なものにしようと
するとき、異なる多様なコミュニケーションパ
ターンが必要である。そのためリアルタイムコ
ミュニケーションツールやwebカメラなどの設
備を導入し、フェース・トゥ・フェースのコミュ
ニケーションを補完する必要が出てくる。また、
オフィスや自宅以外でも、必要であればいつで
も業務メンバーと密な連絡を取れる立ち寄り型
のオフィスの整備や総合的なオフィス機能のレ
ベルアップもコミュニケーションの活発化のた
めの補完的施策と考えられる。以上のことから
次のような仮説を設定することができる。
　
仮説4：フェース・トゥ・フェースのコミュニ
ケーションを補完する設備の整備がホワイトカ
ラーの生産性に貢献する度合は、テレワーク未
導入企業よりもテレワーク導入企業でより高い。
そして、テレワークを導入する企業で、業務
を安定して遂行し、コミュニケーションを円滑
に行なうためには、セキュリティシステムの整
備が不可欠である。ネット上の様々なリスク要
因の登場とそれに対処するための新たなセキュ
リティシステムの導入は、いたちごっこの感も
あるが、人々の不安感をできるだけ小さく抑え
るためには、常日頃からのセキュリティシステ
ムの整備は欠かせないだろう。一方、セキュリ
ティ確保のために設定されるセキュリティルー
ルの適正な運用もテレワークにおけるセキュリ
ティを確保する上で必要となる。以上のことか
ら次のような仮説を設定することができる。
　
仮説5：セキュリティシステムの適正な整備が
ホワイトカラーの生産性に貢献する度合は、テ
レワーク未導入企業よりもテレワーク導入企業
でより高い。
仮説6：セキュリティルールの適正な運用がホ
ワイトカラーの生産性に貢献する度合は、テレ
ワーク未導入企業よりもテレワーク導入企業で
より高い。
最後に、テレワークを導入すれば、新たなコ
ストが発生することになり、それへの対処のため
に、従来からの働き方や業務のやり方を抜本的に
変えることが必要になってくる。新たに導入する
ICT関連のコストに見合っただけの業務の効率化
策が先行もしくは同時に実施されれば、テレワー
クがより生産性向上に貢献することになるだろ
う。例えば、社外からのオフィスサーバーへのア
クセスやペーパーレス化、各種申請のオンライン
化などの施策は、ICT関連の業務改善施策の一環
と考えられる。野村総合研究所26では、業務にお
けるペーパーレス化を推進し、それをきっかけと
してワークスタイルイノベーションを起こし、最
終的に高い知的生産性を達成できる仕事場の実現
を目指している。以上のことから次のような仮説
を設定することができる。
　
仮説7：ICTを利用した業務効率化施策の積極
的な実施がホワイトカラーの生産性に貢献する
度合は、テレワーク未導入企業よりもテレワー
ク導入企業でより高い。
2.2 テレワーク導入の「ねらい」とホワイトカ
ラーの生産性
テレワークの導入に際して、前述したような
懸念や課題があるわけであるが、その一方でテレ
ワークを積極的に導入しようとする「ねらい」が存
27 テレワークはワークプロセスだけでなく、仕事をするタイミングやロケーションに関しての自律性を尊重した働き方であり、これがテレ
ワーカーの態度や成果にプラスに貢献すると考えられている。Kossek et al. ［2006］ p.363.
28 守島基博［2010］ p.72 & p.190. 
29 Burchell & Robin ［2011］ pp.2-11. 斎藤智文［2008］ pp.21-22. 
30 Shockley-Zalabak et al. ［2010］ p.20.
31 ピンク［2010］ p.127. 
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在することも事実である。ここでは、それについ
て詳しく述べてみたい。まず直感的に理解しやす
いねらいとしてよく挙げられているのが、「従業
員の通勤時間や移動時間の削減」や「障がい者や高
齢者など通勤困難者への対応」、さらには「社員の
ゆとりと健康的な生活（ワークライフバランス）の
実現」など業務を行なう上でのストレスの軽減を
目指した表面的なねらいである。従業員がストレ
スなく業務に取り組み、ゆとりをもった生活をす
ることができるようになれば、企業へのコミット
メントが高まり、長期的には従業員モラールの向
上をもたらすであろう。また、近年のエネルギー
コストの増大により、テレワークによってCO2削
減に取り組み、地球環境への負荷を軽減させると
いうねらいやそういう行動に関係することで、企
業の社会的責任を果たすという社会性の向上をね
らいとしたテレワークの導入も理解しやすい。さ
らに、自然災害やインフルエンザなどの感染症へ
緊急に対応し、事業を維持・継続するということ
をねらってテレワークを導入するという企業もあ
るだろう。
この他に、テレワークを導入することでオフィ
スの床面積自体を縮小し、オフィスコストを削
減するというねらいや顧客の要望に対して従業員
を配置し、顧客の要望に柔軟に応えるというねら
い、そしてこれらの成果の蓄積が結果的に仕事の
効率性向上をもたらすだろうということも考えら
れる。
一方、個々の従業員の内面や働き方自体の改善
もテレワークのねらいとされている。個々の従業
員は、自らの業務内容を明確にし、業務の期限を
自ら決め、自ら必要とする情報を積極的に交換す
ることが求められる。つまり、テレワークは従業
員自らによる時間管理や自律性の向上27、情報共
有化の推進、コミュニケーション能力の向上をね
らいとする業務形態なのである。さらにテレワー
クを導入することは、個々の従業員に対して大幅
な権限委譲をすることになるので、それは彼らの
会社に対する信頼感を醸成し、優秀な人材の採用
や定着にも効果があると考えられる。守島28は、
現在、働く人の意識の上で、企業を選ぶ際に働き
やすさが重視されるようになってきており、働く
人が自分のキャリアプランやワークライフバラン
スに関する価値観などを上司と擦り合わせること
ができるような信頼関係をリーダーが作っていか
なければならないと述べている。同様に、Great 
Place To Workモデル29では、人々が働く上で最
も重要な動機づけの本質を、会社・経営者と従業
員の間の信頼関係としている。Shockley-Zalabak 
et al.30も組織的な信頼は個人の行動を導き、さら
にそれが組織の創造性へ結びつくと述べている。
またピンク31は、会社が基本的な報酬ラインを満
たしていれば、昇給よりも価値があるものは、自
分の好きなように仕事をする自由だと述べてい
る。テレワークは万能薬ではないが、信頼関係を
築くための一助となるだろう。
以上述べてきたように、テレワークの導入に際
しては様々な「ねらい」が存在する。テレワークを
導入しても、すべての「ねらい」で効果を上げるこ
とは現実的に難しいであろうが、それぞれが少し
でも高い効果を上げることができれば、それは最
終的にホワイトカラーの生産性向上へつながって
いくと考えられる。それ故、以下のような仮説を
設定できる。
32 上場企業は2010年新春版の会社四季報より全社抽出、未上場企業は会社データブック2008より売上高の多い順に抽出した。
9
Y. Furukawa,    Telework and the Productivity of White-Collar Workers
仮説8：テレワークの導入に際しての「ねらい」
が高い効果を上げるほど、ホワイトカラーの生産
性は向上する。
以上、仮説1～仮説8までを設定したわけである
が、次節ではこれらの仮説を企業に対するアン
ケート調査を用いて検証していきたい。
3．実証研究
それでは、テレワークの導入・実施に際して
の課題やねらいとホワイトカラーの生産性の関係
を、前述したアンケート調査の結果に基づいて明
らかにしていきたい。
調査の概要であるが、2010年1月より約1ケ月
の間に、上場企業3788社、未上場企業1212社の合
計5000社32を対象として調査表を送付した。アン
ケートの有効回答数は171社であった。171社のう
ち、何らかの形でテレワークを導入・実施してい
る企業は57社、調査時点でまだ導入していない企
業は114社であった。
それではまず、テレワーク導入企業とテレワー
ク未導入企業における人事上の諸施策の状況を
見ていくことにする。図2は、目標管理制度と成
果主義による人事評価制度の運用状況である。テ
レワーク導入企業、未導入企業のいずれにおいて
も、50％以上の企業が目標管理制度を適正に運用
していると回答している（56.4％、54.5％）。一方、
適正に運用されていないと回答した企業はテレ
ワーク未導入企業で多かった。成果主義に関して
は、テレワーク導入企業で60.7％、未導入企業で
53.6％の企業が適正に運用されていると回答して
いる。そして、目標管理制度の場合と同様に、適
正に運用されていないと回答した企業は未導入企
業で多かった。目標管理制度や成果主義による人
事評価制度は、ここ数年の間に多くの企業で採用
されてきているが、様々な問題点もあるといわれ
ている。ただ前述したように、テレワークを導入
している企業では、これらの制度のメリットは高
い。それ故、未導入企業と比べて適正に運用され
ていると回答する企業が多いのであろう。次に、
新入社員・一般社員・管理職をそれぞれ対象と
図2 目標管理制度と成果主義の運用状況
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したモラール向上のための教育・研修制度の実施
状況を見てみる。図3で示されている通り、テレ
ワーク未導入企業において、モラール向上のため
の教育・研修がより活発に行なわれていた。テレ
ワーク導入企業では、必要に応じて実施すると回
答した企業が多かった。
オフィスにおける諸設備やセキュリティの状
況を見てみると（図4）、全般的なオフィス環境の
機能性はテレワークの導入いかんにかかわらず
ほぼ同様の傾向があり、約50％弱の企業がオフィ
スの機能性は高いと回答している。IP電話、リア
ルタイムコミュニケーションツール、webカメラ
を利用したコミュニケーションツールなど通常
のコミュニケーションを補完するための設備の整
備状況は、webカメラ以外で、テレワークを導入
している企業の方がより進んでいた。テレワーク
によって、フェース・トゥ・フェースのコミュニ
ケーションの機会が減少すると考えられるため、
様々なコミュニケーションツールを導入して、そ
れを補っているのだろうと推測できる。社外から
のサーバーへのアクセスやペーパーレス化、オン
ライン申請といったオフィス業務の効率化をねら
いとした設備の整備状況も、テレワークを導入
している企業でより進んでいた。テレワークを
導入するためには、同時にこのような設備や制
度を整備する必要があるのだろう。セキュリティ
の状況については、セキュリティシステムの整備
状況、セキュリティルールの運用状況ともにテレ
ワーク導入企業の方で非常によく整備されている
と回答した企業が多かった（19.3％、22.8％：数値
はカテゴリー 1のみ）。シンクライアントの利用
は、テレワーク導入の企業の方が進んでいたが、
利用している企業の割合はそれほど高くなかっ
た（8.9％：数値はカテゴリー 1のみ）。このように
多少の差はあるが、全般的に見た場合、セキュ
リティ面での整備はよく進んでいる。最後に、フ
リーアドレス型のオフィスや立ち寄り型オフィス
のようなテレワーク自体を補完・促進するオフィ
ス形態の整備状況は、テレワーク導入企業でよ
り整備が進んでいたが、その導入割合は非常に低
かった（14.1％、12.3％：数値はカテゴリー 1と2を
合計したもの）。テレワークをより機能的なもの
とするためには、ハード面での整備も必要である
が、まだ十分に進めてきているといえる段階では
図3 モラール研修の状況
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ない。
それでは次に、ホワイトカラーの生産性に影
響を及ぼす諸要因とホワイトカラーの生産性（創
造性、情報交換度、モラール）の関係、ならびに
テレワーク導入企業において求められる課題解決
のための諸施策と生産性の関係について見ていく
ことにする。これらの関係を分析するに当たって
は、定性要因のための定量分析（QAQF）のD値分
析33を用いた。
表2は、テレワーク導入企業と未導入企業それ
ぞれの創造性に影響を及ぼす要因である。表1で
示したように、創造性に影響を及ぼす組織要因
は、学習の機会、能力開発制度の充実、活発な
コミュニケーションである。結果を詳しく見てみ
ると、テレワーク導入企業においては、垂直方向
のフォーマルコミュニケーション、インフォーマ
ルコミュニケーション、水平方向のフォーマルコ
ミュニケーションが活発な企業ほど、創造性が高
かった。また、一般社員のモラール研修が盛んで
あることも創造性の向上に貢献していた。
一方、テレワーク未導入企業においては、管理
職・一般社員のモラール研修が創造性の向上に貢
献していた。コミュニケーションの状況は、統計
的に有意な結果ではなかったが、それが活発であ
るほど創造性に貢献するという傾向は見られた。
以上のことより、ホワイトカラーの創造性につい
ては、テレワークの導入・未導入に関係なく、そ
れを向上させると考えられている要因が貢献して
いた。つまり、創造性について仮説1は採択され
たといえるだろう。
続いて、ホワイトカラーの創造性に影響を及ぼ
すテレワーク導入上の課題解決策について見てみ
る。まず仮説2、仮説3で示した目標管理制度と成
果主義による人事評価制度についてであるが、テ
レワーク導入企業では成果主義による人事評価
制度が適正に運用されている企業ほどホワイト
カラーの創造性の発揮に貢献していた。一方、目
標管理制度については、同様の傾向は見られたも
のの、有意な結果ではなかった。テレワーク未導
入企業においては、成果主義による人事評価制度
は、テレワーク企業の場合と同様に、創造性の発
揮に貢献し、これに加えて目標管理制度の適正な
運用も有意な結果となっていた。成果主義による
人事評価制度のD値を比較すると、テレワーク導
入企業の方がその値が若干高かった。それ故、こ
の貢献度はテレワーク導入企業においてより高い
といえる。以上のことより、ホワイトカラーの創
造性については、仮説2は棄却、仮説3は採択され
る結果となった。ただ前述したように、目標管理
制度と成果主義による人事評価制度は、それらが
適正に運用されれば、テレワークの導入・未導入
に関係なく創造性の発揮に貢献する施策であるこ
とは検証された。これらの施策がホワイトカラー
の創造性に貢献するのは、これらが個人要因であ
る挑戦意欲の向上や権限委譲に結びつくものだか
らであろう。
テレワーク導入企業では、フェース・トゥ・
表2　創造性に影響を及ぼす要因
creativity telework D値 non-telework D値
1 オフィスの機能性 1.333 セキュリティ運用状況 1.146 
2 垂直フォーマル 1.171 セキュリティ整備状況 1.087
3 一般社員モラール研修 1.000 オフィスの機能性 0.995
4 セキュリティ整備状況 0.984 管理職モラール研修 0.961
5 垂直インフォーマル 0.892 オンライン申請 0.727
6 立ち寄り型オフィス 0.750 一般社員モラール研修 0.612
7 オンライン申請 0.643 ワイガヤ 0.518
8 水平フォーマル 0.632 目標管理制度 0.434
9 成果主義 0.591 成果主義 0.418
10 目標管理制度
傾向
のみ
垂直インフォーマル
傾向
のみ
11 水平インフォーマル
傾向
のみ
12 水平フォーマル
傾向
のみ
出所：著者作成
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フェースのコミュニケーションの機会が減少す
る可能性が高いので、その状況を改善すべく、コ
ミュニケーション不足を補完する設備や施策が
用いられるケースが多い。それの状況とホワイト
カラーの創造性との関係を見てみると、テレワー
クの導入いかんにかかわらず、オフィスの機能性
が高く、立ち寄り型オフィスの整備が進んでいる
企業ほど、創造性が高かった。ただ、高い機能性
をもつオフィス環境の貢献度は、テレワーク導入
企業の方が高かった。この結果より、創造性にお
ける仮説4は採択といえるだろう。立ち寄り型オ
フィスのようにテレワーカーに必要な設備は、そ
の効果があるといえる。一方、機能的なオフィス
は、従業員の創造性発揮のためには、今やすべて
の企業において必要条件となっている。
次に、セキュリティシステムの整備状況やセ
キュリティルールの運用状況と創造性との関係
を見てみる。テレワーク導入企業では、セキュ
リティシステムが適正に整備されているほど創
造性が高かった。一方、テレワーク未導入企業で
は、セキュリティシステムの整備状況に加えて、
セキュリティルールが適正に運用されているほど
創造性が高く、これらの要因の貢献度は非常に高
かった。この結果より、創造性に関して仮説5と
仮説6は棄却されたことになる。テレワークを導
入していない企業でも、システムの整備が十分に
進み、その運用ルールが適正であれば、安心して
ネットを駆使した業務を行なうことができ、それ
が創造性の発揮につながっているのであろう。
ICTを利用したオフィス業務の効率化のための
施策と創造性との関係を見てみると、テレワーク
導入のいかんにかかわらず、オンライン申請の利
用が進んでいるほど、ホワイトカラーの創造性が
高かった。ただ、D値はテレワーク未導入企業の
方が高かった。これより創造性に関して仮説7は
棄却されたといえる。ただ、仮説は棄却された
が、このような施策の利用が進めば、テレワーク
の導入に関係なく、業務時間に関しての効率性が
高まることになり、それが創造性の発揮へつなが
ると考えられる。
続いて、ホワイトカラーの生産性に影響を及
ぼす要因とホワイトカラーの情報交換度の関係
について見てみよう。分析結果を示した表3によ
ると、テレワーク導入企業においても、未導入
企業においても、全社的にワイワイガヤガヤと
良好な雰囲気の企業ほど情報交換度が高かった。
これは表1に示された要因に該当するものであ
る。これより、情報交換度において仮説1は採択
されたといえる。
表3　情報交換度に影響を及ぼす要因
information telework D値 non-telework D値
1 ワイガヤ 2.331 ワイガヤ 1.632 
2 一般社員モラール研修 1.530 オフィスの機能性 1.169
3 オフィスの機能性 1.283 セキュリティ整備状況 1.011 
4 セキュリティ整備状況 1.200 セキュリティ運用状況 0.914
5 管理職モラール研修 1.116 新入社員モラール研修 0.846
6 新入社員モラール研修 0.973 Webカメラ 0.707
7 立ち寄り型オフィス 0.944 管理職モラール研修 0.659
8 オンライン申請 0.839 シンクライアント 0.640
9 ペーパーレス 0.822 目標管理制度 0.595
10 成果主義 0.812 成果主義 0.581
11 目標管理制度 0.804
出所：著者作成
一方、テレワークを導入する上での懸念や課題
を解決するであろう諸施策が、ホワイトカラーの
情報交換度に及ぼす影響を見てみる。目標管理制
度と成果主義による人事評価制度に関しては、テ
レワークの導入のいかんに関わらず、これらが
適正に運用されているほど、情報交換度に対して
プラスに貢献していた。それぞれのD値を比較す
ると、テレワーク導入企業の方がその値が高かっ
た。それ故、情報交換度においては仮説2、仮説3
はそれぞれ採択された。ただテレワークを導入し
なくても、これらの施策を適正に運用しようと思
えば、業務内容について常に上司や部下と詳細な
34 古川靖洋［2006b］ pp.10-11. 
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すり合わせが必要となる。それ故、これらの制度
の適正な運用は情報交換度の向上に貢献すると考
えられる。
テレワーク導入企業において、コミュニケー
ション不足を補完する施策と情報交換度の関係を
見てみると、オフィスの機能性が高く、立ち寄り
型オフィスの整備が進んでいる企業で情報交換度
が高かった。また、テレワーク未導入企業でも、
オフィスの機能性は重要な要因として挙がってい
た。これに加えて、未導入企業でwebカメラの利
用状況が高いほど、情報交換度が高かった。従っ
て、情報交換度において仮説4は一部採択という
結果となった。テレワーク導入企業では、自席
や自宅以外でも仕事ができる設備の整備が、情報
交換の促進のためには必要となるのであろう。一
方、テレワーク未導入企業でも、情報交換を促進
するためには、一定水準以上の設備が備わった機
能的なオフィスが必要なのである。これは古川34
が述べている、オフィス環境は生産性向上のため
の十分条件ではないが必要条件であるという考え
に合致するものである。
セキュリティシステムの整備状況やセキュリ
ティルールの運用状況とホワイトカラーの情報交
換度との関係についてであるが、テレワークの導
入いかんにかかわらず、セキュリティシステムの
整備状況は情報交換度に有意に貢献していた。加
えて、未導入企業ではセキュリティルールの運用
状況がより適正で、シンクライアント環境の利用
がより盛んな企業ほど情報交換度が高いという結
果であった。これより、情報交換度に関しては仮
説5は一部採択、仮説6は棄却されたといえるだろ
う。テレワークを導入している企業では、セキュ
リティに関するルールは未導入企業と比べてより
厳格に規定・運用されているので（図4参照）、既
に所与の状態となり、その適切な運用が情報交換
度に貢献しなかったと考えられる。
業務におけるペーパーレス化やオンライン申請
の運用状況とホワイトカラーの情報交換度との関
係についてであるが、テレワーク導入企業におい
てのみ、これらが適正に運用されているほど情報
交換度にプラスに貢献していた。これより、情報
交換度に関しては仮説7は採択された。これらの
施策の適正な運用により、ルーチン業務の効率化
が図られ、出社時により重要な案件について本質
的なコミュニケーションを行なえる状況が見て取
れる。
では次に、ホワイトカラーの生産性に影響を及
ぼす要因とホワイトカラーのモラールの関係につ
いて見ていく。表1より、従業員モラールの向上
に影響を及ぼす要因として考えられるものは、業
務内容の明示や成果主義による人事評価、活発な
コミュニケーション、学習の機会の充実などであ
る。テレワーク導入企業・未導入企業で、これら
の要因がホワイトカラーのモラール向上に影響を
及ぼしている状況は、表4に示される通りである。
テレワークの導入のいかんに関わらず、前述し
た諸要因はモラールの向上に貢献していた。テレ
ワーク導入企業では、活発なコミュニケーション
の状況の貢献度が未導入企業よりも高かった。特
に、垂直方向のインフォーマルコミュニケーショ
ンが活発であるほど、モラールは向上するようで
ある。テレワーク導入企業では、フォーマルなコ
ミュニケーションは業務遂行上しっかり行なわれ
るだろうが、インフォーマルコミュニケーション
が不活発になりやすい。それ故、そこが活性化し
ている状況はモラールの向上に結びつくのであろ
う。一方、テレワーク未導入企業では、コミュニ
ケーションが活性化している状況よりも、管理職
や新入社員に対する研修制度の充実度の方がより
モラール向上に貢献していた。未導入企業では、
とりあえずフェース・トゥ・フェースのコミュニ
ケーションは普通に行なわれているので、それよ
35 テレワーク導入企業でも、この傾向は見て取れたが、統計的に有意な結果ではなかった。
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りも学習の機会を充実させる方がモラール向上に
結びつくのであろう。これより、モラールに関し
て仮説1は採択されたといえる。
表4　モラールに影響を及ぼす要因
morale telework D値 non-telework D値
1 垂直インフォーマル 1.363 セキュリティ整備状況 1.235 
2 ワイガヤ 1.303 セキュリティ運用状況 1.180
3 水平インフォーマル 1.155 管理職モラール研修 0.953
4 オフィスの機能性 1.083 新入社員モラール研修 0.942
5 セキュリティ整備状況 0.989 オンライン申請 0.922
6 一般社員モラール研修 0.831 オフィスの機能性 0.855
7 成果主義 0.781 垂直インフォーマル 0.763
8 水平フォーマル 0.776 ワイガヤ 0.741
9 垂直フォーマル 0.771 成果主義 0.631
10 立ち寄り型オフィス 0.769 水平フォーマル 0.523
11 目標管理制度 0.758 目標管理制度 0.510
12 新入社員モラール研修 0.476 水平インフォーマル 0.500
13 オンライン申請
傾向
のみ
垂直フォーマル 0.419
出所：著者作成
続いて、テレワーク導入企業において、その懸
念や課題を解決するであろう諸施策とモラールの
関係について見ていくことにする。まず目標管理
制度や成果主義による人事評価制度とモラールの
関係であるが、これらの施策は元来テレワークの
導入のいかんに関わらず、モラールの向上に結び
つく要因で、表4からもそれらの項目がモラール
に貢献している状況が見て取れる。D値を比較す
ると、テレワーク導入企業で成果主義による人事
制度ならびに目標管理制度のD値が高く、貢献度
がより高いという結果となった。それ故、モラー
ルに関して仮説2、仮説3は採択されたといえるだ
ろう。
テレワーク導入企業でコミュニケーション不足
を補完する施策とモラールの関係を見てみると、
オフィスの機能性が高く、立ち寄り型オフィス
の整備が進んでいるほどモラールが高かった。オ
フィスの機能性は、テレワーク未導入企業におい
てもモラール向上に貢献しているが、テレワーク
導入企業よりもD値が高かった。ホワイトカラー
に機能的なオフィスを用意することは、今や彼
らのモラール向上にとって必要な条件といえるだ
ろう。一方、テレワークに従事する人々に対して
は、立ち寄り型オフィスのような従来のオフィス
機能を補完する設備を合わせて整備していく必要
があるといえる。以上の結果より、モラールに関
して仮説4は採択されたといえるだろう。
セキュリティシステムの整備状況やセキュリ
ティルールの運用状況とモラールの関係を見てみ
ると、テレワーク未導入企業において、これらの
施策の貢献度が非常に高かった。テレワーク未導
入企業では、人々のコミュニケーション上での信
頼感を高めるために、これらの施策はより重要な
ものとなっているのである。これより、モラール
に関して仮説5、仮説6は棄却されたといえる。テ
レワーク導入企業では、これらの施策が既に高い
水準に達しており、既に課題ではなくなっている
とも考えられる。
ICTを利用した効率化施策とモラールの関係を
見てみると、テレワーク未導入企業においての
み、オンライン申請の導入状況がモラール向上
に貢献していた35。テレワークが未導入であって
も、オンライン申請のような業務効率化のための
制度が充実していけば、それだけ特定業務に集中
して取り組むことができるようになり、それがモ
ラールの向上につながるのであろう。これより、
モラールにおける仮説7は棄却されたといえる。
次に、テレワークを導入する際の「ねらい」に対
する効果の程度とホワイトカラーの生産性との
関係について見ていくことにする。前述したよう
に、テレワークを導入しようとする場合、それぞ
れの企業で「ねらい」とするものがある。そしてテ
レワークの導入後、そのねらいに対してテレワー
クが効果をもたらし、その結果がホワイトカラー
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の生産性向上につながっていくと考えられる。
まず、「ねらい」の効果に関する変数とホワイト
カラーの生産性（創造性、情報交換度、モラール）
との間の相関係数は、表5で示される通りとなっ
た。ホワイトカラーの生産性と有意な相関関係に
あるのは、仕事の計画性や時間管理に対する自律
性、企業イメージの向上、優秀な人材の採用・定
着、情報共有方法についてのルール化やコミュニ
ケーション能力の向上などである。相関係数だけ
では、変数間の因果関係や貢献度がはっきりしな
いので、続いてQAQFを行なった。
表5　「ねらい」の効果とホワイトカラーの生産性
の相関係数
創造性 情報交換度 モラール
効率性向上 0.332 0.410
時間管理・自律性向上 0.545 0.525 0.642
コミュニケーション能力向上 0.438 0.431
オフィスコスト削減 0.361 0.356
顧客サービス向上 0.376
企業イメージ向上 0.417 0.341 0.530
社員の会社に対する信頼感向上 0.404 0.391
優秀な人材の定着・採用 0.346 0.331 0.460
通勤時間短縮
ワークライフバランス向上 0.315
環境負荷軽減
災害・パンデミック対策
障がい者対応
高齢者対応
育児・介護対応
出所：著者作成、5％水準で統計的に有意のもののみ数値を表示。
表6　「ねらい」の効果とホワイトカラーの生産性
創造性 D値 情報交換度 D値 モラール D値
優秀な人材の獲得 1.396 効率性向上 1.590 優秀な人材の獲得 1.500
自律性の向上 1.267 通勤・移動時間の短縮 1.460 企業イメージの向上 1.500
企業イメージの向上 1.200 自律性の向上 1.186 効率性向上 1.467
信頼感の向上 1.143 WLBの実現 1.089 信頼感の向上 1.333
オフィスコストの削減 0.978 C能力の向上 1.083 自律性の向上 1.292
C能力の向上 0.850 災害への対応 0.971
WLBの実現 0.577 C能力の向上 0.943
通勤・移動時間の短縮 0.848
出所：著者作成
QAQFを用いたこれらの要因間の分析結果は
表6の通りである。まず、創造性の向上に貢献
するのは、優秀な人材の採用や定着、仕事の計
画性や時間管理に対する自律性の向上、企業イ
メージの向上、社員の会社に対する信頼感の向
上などであった。テレワークを導入することに
よって、企業のイメージを向上させ、優秀な人
材を獲得し、彼らが自律性をもって業務に取り
組み、その結果として会社に対する信頼感を向
上させていけば、彼らは創造性をますます発揮
することになるだろう。
また情報交換度に対しては、仕事の効率性向
上や通勤・移動時間の短縮、時間管理に対する
自律性の向上など業務の効率性アップに関する要
因の貢献度が高かった。テレワークを導入するこ
とで、仕事の計画性が高まり、時間管理を意識的
に行なえるようになれば、おのずとコミュニケー
ションも活性化すると考えられる。
最後に従業員モラールに関してであるが、創
造性の場合と同様、優秀な人材の採用や定着、企
業イメージの向上、仕事の効率性向上がモラール
の向上に大きく貢献していた。テレワーク導入の
結果、優秀な人材が増え、彼らが自律性と会社に
対する信頼感をもって効率的に業務を行なってい
けば、お互い業務に専念でき、彼らのモラールは
向上すると考えられる。図5で示すように、テレ
ワークの導入に際して、大きくねらいとして取り
上げられるのは、通勤・移動時間の短縮や通勤困
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図5 テレワーク導入企業のおける「ねらい」の達成状況
難者への対応、オフィスコストの削減など表面的
なものが多い。しかし、相関分析やQAQFの結果
からわかるように、通勤時間の短縮など表面的な
問題解決に焦点を当てたねらいよりも、自律性や
信頼感の向上など個々の従業員の内面的な要因に
焦点を当て、そこで効果を上げていく方が、結果
的に有効性に焦点を当てたホワイトカラーの生産
性向上につながっていくと考えられる。つまり、
仮説8に関しては自律性の向上や会社に対する信
頼感の向上といった従業員の内面的な要因に焦点
を当てた「ねらい」についてのみ採択されたといえ
るだろう。
4．まとめ
日本においてテレワークの導入促進が示されて
からすでに5年ほど経過したわけであるが、それ
を導入している企業の数は増加しているものの、
実際にテレワークを利用して業務を行なっている
ホワイトカラーはそれほど多くない。その原因の
1つとして考えられているのが、テレワークを導
入する上での懸念や課題である。主な課題は、労
務管理の難しさやコミュニケーション不足、セ
キュリティ面での不安、費用対効果の不明確な関
係などである。本論文では、テレワーク導入企業
がこれらの課題を解決し、ホワイトカラーの生産
性を向上させることができれば、テレワークの導
入がより促進するだろうという考えの下で、その
因果関係をアンケート調査に基づいて明らかにし
てきた。
具体的には、ホワイトカラーの生産性に影響を
及ぼす要因と創造性、情報交換度、モラールとの
関係、そしてテレワークにおける懸念や課題の解
決策とこれらの3つの変数の関係について見てき
たわけであるが、分析結果より仮説の採択・棄却
状況は表7のようにまとめることができる。
36 Chalofsky［2010］ p.148.
37 Amichai-Hamburger［2009b］ p.272.
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ホワイトカラーの生産性に影響を及ぼす諸要因
はテレワークを行なっているホワイトカラーの生
産性向上にも有効であるという仮説1については、
生産性を示すいずれの変数においても採択され
た。これより、古川が示してきたホワイトカラー
の生産性向上モデルが検証されたといえる。つま
り、ホワイトカラーの生産性向上をもたらすと考
えられる諸要因は、テレワークの導入いかんに関
係なく、その有効性は高いといえる。
仮説2と仮説3は、目標管理制度と成果主義によ
る人事評価制度がテレワーク導入企業においてよ
り生産性向上に貢献するという内容であった。分
析結果より、テレワーク導入企業で成果主義によ
る人事評価制度は生産性の向上により貢献してい
た。一方、目標管理制度は、情報交換度とモラー
ルにおいて、テレワーク導入企業でより貢献する
という結果になっていた。これらの2つの制度は、
個人の挑戦意欲や権限委譲に結びつくため、間接
的に生産性指標にプラスに貢献したと考えられ
る。
コミュニケーションを補完する設備の整備が、
テレワーク導入企業でよりホワイトカラーの生
産性向上に貢献するという仮説4については、オ
フィスの機能性と立ち寄り型オフィスの整備がテ
レワーク導入企業で生産性向上に大きく貢献して
いたという点では仮説通りであった。これらの変
数は、テレワーク未導入企業でも、それぞれ生産
性指標に貢献していたことから、ホワイトカラー
の生産性を向上させるには、一定水準以上の機
表7　仮説の採択・棄却状況
仮説1 仮説2 仮説3 仮説4 仮説5 仮説6 仮説7 仮説8
創造性 ○ × ○ ○ × × × △
情報交換度 ○ ○ ○ △ △ × ○ △
モラール ○ ○ ○ ○ × × × △
出所：著者作成
能的なオフィスを用意することが今や必要条件に
なっているといえる。またその機能的な設備も、
画一的なものではなく、変化する社内外の様々な
ニーズに簡単に適応しうるように、柔軟なものが
より求められるようになるだろう36。さらに、テ
レワーカーの自律性を尊重し、彼らの能力やニー
ズを反映した技術や設備を導入することも重要で
ある37。
セキュリティシステムやセキュリティルール
の適正な整備・運用が、テレワーク導入企業でよ
りホワイトカラーの生産性向上に貢献するという
仮説5、仮説6については、テレワーク未導入企業
において、セキュリティシステムやセキュリティ
ルールの適正な整備・運用が生産性向上により貢
献していた。セキュリティ関連の施策はテレワー
ク導入企業においても重要であることに変わりは
ないのであるが、導入企業では既にそれらが高い
レベルで整備されていることが多いためか、貢献
度は低くなったようである。
最後に、仮説7で示したICTを利用した効率化
施策であるが、オンライン申請とペーパーレス化
が、テレワーク導入企業においてのみ、情報交換
度の向上に貢献していた。創造性とモラールにお
いては、テレワーク未導入企業で、オンライン申
請の貢献度が高かった。テレワーク導入企業でも
貢献度が高いことから、テレワークと関係なく、
オンライン申請のような施策を実施することで、
業務の効率化を進めることができ、それがホワイ
トカラーの生産性向上に結びつくのであろう。
38 Offstein & Morwick［2009］ p.137.
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次に、テレワークを導入する際にはその「ねら
い」があるわけであるが、テレワーク導入後にお
けるその「ねらい」の効果の程度とホワイトカラー
の生産性の関係も明らかにしてきた。効果が上
がっているとされる通勤時間の短縮や通勤困難者
への対応などの表面的な問題解決で効果を上げて
いる企業は多いのであるが、これらはほとんど生
産性の向上に結びついていなかった。むしろ、時
間管理に対する自律性の向上や会社に対する従
業員の信頼感の向上、企業イメージの向上、優
秀な人材の定着・採用など人々の内面に訴えかけ
るねらいで効果を上げている企業ほどホワイトカ
ラーの生産性向上を達成していた。テレワークの
導入に際して、様々な「ねらい」があるわけである
が、どの「ねらい」に焦点を当て、成果を上げるか
によって、生産性の向上に差が出てくることにな
る。
ICTのより一層の発展と普及によって、今後ま
すますテレワークを導入しようとする企業は増え
てくるだろう。しかし、ただその制度を導入した
だけで、ホワイトカラーの生産性向上を達成でき
るわけではない。ホワイトカラーの生産性を向上
させるためには、テレワークの導入いかんに関わ
らず、従来からそれに効果があると考えられてい
る要因に焦点を当てた施策を実施することがまず
必要である。また、テレワーク実施上の課題への
対処策も効果の差はあれ、生産性の向上へ有効に
機能していた。そして生産性向上のためには、テ
レワーク導入のねらい自体も表面的なものに留ま
らず、企業や個々人の内面に訴えかけるものを同
時に考慮し、全体論的な立場38からテレワークの
便益を検討することが重要なのである。
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